




















　　（ ₁ ）₉ 条解釈形成前史
　　（ ₂ ）₉ 条解釈の形成







































₂ 　例えば、尹眞秀「傳統的 家族制度와 憲法－최근의 憲法裁判所 判例를 중심으로―」서울대학교法學제₄₇
권제₂호（₂₀₀₆）。정극원「혼인의 자유에 관한 헌법재판소의 판례의 동향」世界憲法硏究제₁₄권제₁호（₂₀₀₈）
などがある。
₃ 　憲法 ₉ 条「国家は、伝統文化の継承・発展および民族文化の暢達に努めなければならない。」



































































₇ 　김수갑「한국헌법에서의 「문화국가」조항의 법적　성격과 의의」공법연구제₃₂집제₃호（₂₀₀₄）₁₉₄면 .
₈ 　홍성방「문화국가원리」고시연구제₂₅권제₅호（₁₉₉₈）₉₁면 ,주₃₃を参照。
₉ 　前掲注 ₅ 書、₂₆₃면 .
₁₀　憲法裁判所は、学校環境衛生浄化区域と指定された地域内において、劇場などの施設を建てることを





























































れる。また前掲注 ₅ 書、₂₆₃면 . ここでは、文化国家について、文化の自由と平等が保障され、国家の
積極的課題として文化の保護と育成が実現される国家であるとする。
₁₂　전광석「헌법과 문화」公法研究₁₈권（₁₉₉₀）₁₇₇면 .






₁₅　前掲注 ₅ 書、₂₆₈면 .





















































₁₈　홍성방、前掲注 ₈ 論文、₉₁면 .

















































































































































































































































































































で、憲法₃₆条 ₁ 項と憲法 ₉ 条との関係につい
て、「同姓同本禁婚事件」の解釈を踏襲しな
がら以下のように判示した。


























₃₇　이은영「戶主制廢止 및 기타 家族法改正事項에 관한 硏究（Ⅰ）」考試界제₅₀권제₅호 （₂₀₀₅）、同「戶主















































































































































































































































































































































る₁₉₉₁年 ₁ 月 ₁ 日以前に成立した継母継子間
の法定血族関係を消滅させると規定していた
ことについて、継子の継母に対する権利を失
わせる立法措置が、憲法₃₆条 ₁ 項の保障する
継子の基本権を侵害するかどうかが問題と
なった事例である。これに対して、憲法裁判
所は裁判官 ₇ 人全員の意見によって同条項に
対する合憲決定を行った。
ⅱ）9条の解釈に関する整理と検討
　本件では、₁₉₉₀年改正民法附則第 ₄ 条の審
判対象部分が、憲法第₃₆条 ₁ 項に反するか否
かを検討する際に、「戸主制事件」で展開さ
れた憲法第 ₉ 条の解釈を引用し、議論を展開
している。
　憲法第₃₆条 ₁ 項は、婚姻及び家族生活に関する
制度保障の性格を有するものであるが、古来の何
らかの家族制度が、憲法第₃₆条 ₁ 項の要求する個
人の尊厳と両性平等に反するものであるならば、
憲法第 ₉ 条を根拠として、その憲法的正当性を主
張することはできない（헌재₂₀₀₅、₂、₃、₂₀₀₁헌가
₉등、헌법재판소판례집₁₇-₁、₁、₁₇-₁₈면）。
　当該事件の場合、憲法や民法制定以前から伝来
してきた継母子関係を法律によって廃止すること
が、伝統的な家族制度の保障に反するか否かとい
う点が問題となるところ、継母子関係を法定血族
関係として認定しないと定める立法の趣旨が、家
・
父長的で両性平等原則に反し、かつ今日の家族生
・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・
活関係における妥当性が微弱なものについて
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
、家
族秩序を改善し、家族関係において継子が被る可
能性のある不利益を防止しようとする目的のもの
であるならば、これは個人の尊厳及び両性の平等
に反する伝統的家族制度を改善するための立法で
あるということができ、家族制度を保障する憲法
第₃₆条 ₁ 項に違反すると看做すことはできない₅₂。
（傍点は筆者）
　このように、本件において「子女の父姓使
用事件」以後も憲法 ₉ 条に関する「戸主制事
件」の解釈が踏襲されていることが確認され
た。さらに本件の場合、継母継子関係という
「今日の家族生活関係における妥当性が微弱
な」制度を廃止する立法措置を合憲
・・
としてい
るところ、これは「子女の父姓使用事件」に
おいて示された「個人の具体的権利義務や法
的地位に実体的な影響を及ぼすかどうか」と
いう基準に則った判断といえる。継子にとっ
ては、本件立法措置は継母の親権にともなう
保護・養育を受ける権利を喪失させるもので
あるが、継母子関係と同様の法定血族関係の
形成は、養子縁組によっても代替することが
可能であり、継母子関係が廃止されることに
よって継子が被る「実体的影響」はそれほど
大きくない。そのような、個人の権利義務関
係に実体的影響を及ぼさない立法措置は違憲
とするには当たらないと判断されたのであ
る。
　以上で整理したように、韓国憲法裁判所
は、現実社会において家族関係が変化してい
く中で、個人の具体的権利義務や法的地位に
実体的な影響を及ぼすかどうかという基準に
より、伝統的家族制度を許容する余地を一定
程度残しつつも、憲法₃₆条 ₁ 項の「個人の尊
厳」や「両性の平等」といった憲法価値を読
み込むことで、現代社会において守るべき
「伝統」と、廃止すべき「弊習」との峻別を
図ってきた。こうした経緯からは、基本権と
の関係において「伝統」の持つ意味を限定し
ようとする憲法裁判所の姿勢を見て取ること
ができる。家族制度をめぐって、憲法裁判所
₅₂　헌법재판소판례집₂₃-₁상，₁₁₇-₁₁₈면 .
80
筑波法政第₅₇号（₂₀₁₄）
は、憲法上の「伝統」が、家族の基本理念で
ある「個人の尊厳」や「両性の平等」といっ
た価値と調和しうる範囲でのみ規範的に意味
を持つものと位置づけたのである。
Ⅳ　結び
　Ⅱ章で述べたように、韓国憲法において
「民族文化」や「伝統文化」が強調されたのは、
日本による植民地統治によって揺らいだ民族
の伝統やアイデンティティを再び確立すると
いう特別な目的があったからとされる。その
ような「伝統」は、しかしながら今日の憲法
学説において本来持っていた意味が薄めら
れ、より一般的な文化国家条項として再解釈
されつつある。
　一方、Ⅲ章では、「伝統的価値」が特に強
く意識される家族の領域において、「伝統」
の憲法規範的な意味を整理し分析した。韓国
家族法の領域における「伝統」は、当初、伝
統的に形成されてきた家族観を保護し、伝統
的家族秩序を許容する根拠となりうるもので
あった₅₃。それは、婚姻や家族のあり方が現
代的に変容しつつある今日の社会においてで
さえ、憲法 ₉ 条が、個人の尊厳や両性の平等
に反する伝統的家族制度を正当化する根拠の
一つとされたことからも明らかであろう。婚
姻・家族をめぐる法制度を現代化していく上
で、「伝統」はまさに桎梏のような役割を担
うこととなった。これに対する憲法裁判所の
解釈が、本稿において検討した各判例を通じ
て示された「個人の尊厳や両性の平等に反
し、個人の具体的権利義務や法的地位に実体
的な影響を及ぼす伝統的家族制度は、憲法 ₉
条を根拠として正当化することはできない」
というものである。今後、何らかの家族制度
において伝統的家族観が立法根拠として主張
された場合でも、それが個人の尊厳や両性の
平等に反するものであれば、「伝統であるこ
と」は制度を正当化する根拠にはなりえな
い。但し、Ⅲ章で採り上げた最後の二つの判
例によれば、違憲性の判断は、最終的に「個
人の具体的権利義務や法的地位に実体的な影
響を及ぼすか否か」という点に左右される。
おそらく、この点が憲法 ₉ 条と他の憲法的価
値とのバランスを図る上での、「現時点にお
けるボーダーライン」なのであろう。いずれ
にしても、憲法裁判所による憲法 ₉ 条の解釈
には、はっきりとした方向性を見出すことが
できる。
　このようにして見ると、憲法 ₉ 条の「伝統」
に関する学説の趨勢および憲法裁判所による
解釈は、いずれも憲法の現代的理念を重視
し、「伝統」の持つ前時代的な性格を取り除
こうとする点で共通しているようである。家
族制度をめぐる憲法裁判例は、「伝統」の中
に個人の尊厳や両性の平等といった人権理念
とは相容れない部分が存在することを実証的
に示すものであった。韓国憲法における「伝
統」の解釈は、憲法に規定される他の現代的
価値との調和が図られた結果として、内容の
修正を余儀なくされたのである。
　同時に、このことは、わが国において憲法
改正を議論するうえでも一定の示唆を与える
ように思われる。すなわち、わが国のように、
憲法上「伝統」に関する規定が存在しない国
家にとっては、憲法典に「伝統」の文言を明
記するかどうかの議論を行う前提として、
「伝統」の持つ意味について具体的に明らか
にしなければならない。その際、「伝統」が
その他の憲法的価値と矛盾しない方向で解釈
されなければならないという点にも留意すべ
きであろう。
（筑波大学大学院人文社会科学研究科 
法学専攻）
₅₃　崔鐘庫（岡克彦訳）「韓国における儒教と法」北大法学₄₈巻 ₄ 号（₁₉₉₇）₉₀₄頁以下を参照。
